

























































































































































































































































































































































































































(12) 日本農民組合主体性確立同盟本部「情報 1948，６，28 第30回常任委員会の決定と当面の諸情勢」４頁
（木原実氏旧蔵資料，大原社研所蔵）。なお，青木恵一郎の前掲『改訂増補 長野県社会運動史』442頁によれば，
８月25日に若林忠一を委員長，溝上正男を書記長にした日農主体性派県連が発足した。
(13) 1948年５月現在，青木は社会党長野県支部連合会の９人の部長の１人であった（「日本社会党長野県支部連合
会23年度役員負担金納入帳」，前掲「第６回常任執行委員会報告」所収）。小原は1945年11－12月の時点では，
社会党支部結成のために尽力し，棚橋小虎と緊密な連絡を取っていた（前掲『棚橋小虎日記（昭和20年）』87－
94頁）。
「青木氏の除名手続を取る事を決定」した（同上）。
1948年８月１日の社会党県連拡大執行委員会では，棚橋小虎が議長を務めた（「1948年度県連
大会報告並議案」）。会議では，「羽生参議院議員中央情勢報告」，「林知事県政報告」「県連報告 黒
岩書記長」があり，「一般運動方針 黒岩書記長」では「（要旨）第３回県連大会で決定した運動方
針を改訂しなくてはならない情勢となった即ち『共産党との一線を画す』を更に前進させ反共の線
で行かねばならない」との報告があり「可決」された（同上）。
この拡大執行委員会では，「青木氏除名に関する件」が議題となり，「常任執行委員会にて除名手
続きをとる事を決定した旨，宮下，池松氏より報告，質疑が行われた後，青木氏より『立党の精神
に則り決議方針に添ひ，党員として今後の運動をする』旨発言あり」，「正統派議員団支持同盟を青
木氏がつくらんとしているとの問題を如何するかについて論議がなされ青木氏は『その事実なし』
と否定したが，これを行わない旨言明した」（同上）。10月15日の社会党県連第11回常任執行委員
会（同上）の「統制問題について」の報告は，「２，青木恵一郎氏については拡大執行委員会の言
明が守られていない」，「４，労農新党に関する統制問題については労農新党結成準備会に参加して
その為に党の撹乱をなした者は除名する」，「５，（4）の決定に青木，牧の内，有賀，赤木の４氏
は該当するため決定」と記している（同上）。
1948年12月27，28日の社会党県連大会で提示された「昭和24年度運動方針書（案）」は，「斗
争活動」として次の４点を指摘している。「（1）保守党との斗争（議会内外の斗争），（2）社会民
主主義政策実行の斗争，（3）共産主義との理想
（ママ）
的斗争並びに組合指導の斗争，（4）林県政への協
力」（「1948年度県連大会報告並議案」）。なかでも「共産主義への斗争並びに組合指導権に対する
斗争」を重要課題として打ち出した。「この内で共産主義への斗争並びに組合指導権に対する斗争
は特に過去一ヵ年間の重要な題目であった。本年もそれは引続き継続さるべきであつて，更にこれ
には党員一丸となつて当たるべきであると思ふ」と（同上）。
こうして，共産党との共同闘争を認めていた社会党県連は方針を転換し，「反共の線」での活動
を活動の中軸と位置づけるようになった。
５「社共合同運動」と1949年総選挙
1948年10月16，17日の共産党第７回県党会議は新しい指導部を選出した。県委員長に田中策
三が就任し，県委員として金子治郎，小池浩，山田四郎吉，種村善匡，堀道明，桜井孝男，渡辺直
樹，内山豊喜，山崎久雄が選出された（前掲『解放をもとめて日本共産党長野県党のあゆみ』91
頁）。種村善匡は，県委員として復活した。委員長の田中は，戦前・戦中の長野県の活動とは無縁
な人物であった。
1948年から共産党中央指導部は「社共合同運動」を展開した。これは，社会党の切り崩しと共
産党の党勢拡大をめざしたものであった（14）。「社共合同運動」の長野県での対象者は，棚橋小虎社
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(14) 前掲拙稿「日本農民組合の分裂と社会党・共産党」参照。「社共合同」の中心地は，青森県，茨城県，長野県
であった。
会党県連の元委員長，伊藤富雄副知事・元社会党県連委員長，社会党県連執行委員・部長で除名処
分の対象にあげられていた青木恵一郎，農民組合の指導者小原嘉らであった（15）。伊藤富雄と青木
恵一郎は共産党に入党し，総選挙に立候補した。
総選挙に際して，共産党長野県委員会は「選対情報」を出していた。「選対情報」№37（1949
年１月５日，青木恵一郎氏旧蔵，大原社研所蔵）では「敵候補の動き（南信）」という項目があり，
「牧ノ内」や「野溝」もここに含めている。「選対情報」』 39（1949年１月７日，青木恵一郎氏旧
蔵，大原社研所蔵）においても，「敵候補の動き」として，「小川平二」，「吉川」とともに「牧ノ内」
に言及している。共産党は，労農党から立候補した牧野内武人と社会党から立候補した野溝勝を
「敵候補」とみなして活動していたのである。
1949年総選挙結果は，民主自由党が単独過半数議席を獲得し，旧連立政権与党とりわけ第一党
であった社会党の大敗，共産党の躍進という３つの特徴をもっていた。社会党は長野県ではゼロ議
席となった。社会党左派から入閣した前国務大臣の野溝勝も，公職追放解除された社会党県連初代
委員長で元代議士の棚橋小虎も，社会党県連委員長であった宮下学も落選した（公明選挙連盟編
集・発行『衆議院議員選挙の実績―第１回～第30回―』1967年，554頁）。共産党は，野溝が落選
した第３区で林百郎が一位で当選した（同上）。総選挙を前に入党した伊藤富雄と青木恵一郎は，
両名とも落選した。青木は落選後に共産党を離党した（16）。
共産党長野県委員会は『党内情報 号外 第８回県党会議資料（草案）』（1949年３月10日，青
木恵一郎氏旧蔵，大原社研所蔵）を出し，「一般報告（草案）」を掲載した。そこでは，選挙につい
て次のように総括されていた。「全県的に見れば我党は得票数に於て約２倍に増加した」が，「保守
勢力は内部的混乱を持ち乍らも表面的には安定を保つている，しかし之れ極端なる買収行為と権力
に依る不当な弾圧の結果であ」るとみなしていた。社共合同と選挙結果との関わりについては，党
内の批判的な動きに言及している。「共社合同について当選者の数が増加しないと云う表面的現象
を見て共社合同に疑義を持つものも多少見受けられる」とした上で，「第１区並に第３区に於て社
会党の浮動票を大きく党に吸収した事は何と云つても共社合同の力であつて」とした。また，「旧
い同志を新しい同志に切り換えたから落選したのだというものがある」と社共合同に批判的なもう
１つの声を紹介し，「之等の同志を影で，又は面前でヒボウし上級機関の決定に不信をいだき党の
民主主義的中央集権制の規律を破壊する傾向も皆無とはいえない」と記している。「民主戦線」と
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(15) 前掲小林勝太郎『社会運動回想記』373頁，374頁，378頁。山田国広の回想によれば，「労農党の党首黒田寿
男氏が矢張伊藤富雄氏を労農党に入党をすすめに来て，共産党と労農党が伊藤富雄氏の家で鉢合わせとなった」
（山田国広『夜明けの嵐』甲陽書房，1970年，144頁）。なお，林虎雄『過ぎて来た道』125頁には「小原嘉，
村上康也は，後，共産党へ去っている」とあり，同書202－203頁には副知事伊藤富雄についての記述があり，
同書203頁には「社会党の小原嘉，村上康也，池松忠等少数の人が共産党に走っている」と記されている。棚橋
小虎追悼集刊行会編集・発行『追想 棚橋小虎』（1974年）所収の「社会党松本総支部顧問西原真」の「戦後第
３回総選挙のころ」には，「共産党の地区委員会が社共合同の申入れをしてきたが，先生はきっぱりことわった。
しかし東筑では小岩井・小原・小泉の三氏が共産党へ行ってしまった」（129頁）と書かれている。
(16) 小林勝太郎『社会運動回想記』374頁，376頁。なお，内海庫一郎「『青木恵一郎』覚え書―その経歴と理論
的業績」（武蔵大学経済学会『武蔵大学論集』28巻２・３号，1980年）には，長野県での社共合同についての
記述はない。
林県政については，否定的な評価を打ち出した。「長野県では終戦後全国にさきがけて民主団体協
議会と云う形で民主戦線を統一し知事選挙で保守派に勝利したが，民主戦線の出した林知事は当選
后間もなく公約を裏切り」，「最近に於ては反共をロコツに表はし，今回の見解では県政方針演説の
２時間を反共宣伝にぬりつぶす程反動化して来た」，「この事は我々に長野県の民主戦線が人民大衆
の斗ひの中から生まれた組織でなくして，むしろ終戦后の社会的な混乱と動揺の中で戦前の社会民
主主義的運動の影響を受けた種々雑多な分子が行先を失つている矢先全国的な解放斗争と労働攻勢
におされて一応民主戦線と云ふ形へ，形式的に集まったものであった」と。この「民主戦線」評価
は，共産党地方委員会の常任委員で「地方委員会ノ人民戦線ノオルグ」であった種村善匡が『前衛』
10・11号（1946年11月），同15号（1947年５月）に発表した「長野県における民主戦線」での
評価とは著しく異なっていた。「当面する長野県党の課題」は，「県政斗争」一本に絞られていた。
「既に我々は林県政打倒を決議して斗つて来たがその斗いはまだ充分ではなかつた今後我々は日常
各市町村の具体的問題をとらえ，反人民的林県政と徹底的に斗わねばならない」と。
1949年３月15－16日に開かれた共産党の第８回長野県党会議で新県委員10名と県委員候補５
名が選出され，県委員として伊藤富雄，山下干一，山田国広，藤沢隆治郎，坂巻隆，鷲見京一，堀
道明，犬飼新吾，冨岡隆，秋田実が決定され，県委員会役員として委員長が藤沢隆治郎，労働組合
部長に冨岡隆，農民部長に鷲見京一，政務調査部長に伊藤富雄，文化部長に堀道明，教育宣伝部長
に山下干一，青年婦人対策部長に山田国広，機関紙部長に小林達雄，事務局長に山田国広が選ばれ
た（共産党長野県委員会『党内情報』№５，1949年３月17日，青木恵一郎氏旧蔵，大原社研所
蔵）。1948年10月に県委員に復帰していた種村善匡は，再び退いた。1946年４月時点での３人の
常任――遠坂寛，山崎稔，種村――は，1949年３月時点では県委員に選出されていない。
共産党長野県委員会『党内情報 一般報告と結語要旨』（1949年４月10日，青木恵一郎氏旧蔵，
大原社研所蔵））は，前掲の『第８回県党会議資料（草案）』（1949年３月10日）を「補足し，討
論の中の重要な意見を加え」たものであった。まず，選挙結果について「自己批判」した。「たっ
た１名の当選しか出せなかったことは明らかに我々の闘争の不充分であつた事を先ず自己批判しな
ければならない」。なぜならば，「選挙前における一般の予想は長野県では共産党から３名乃至よく
行けば４名の当選者を出すだろうと期待され，最低２名は確実視されていた。このことは全日本の
革命化した人民大衆の長野の党への率直な期待であった」からである。こうした選挙結果であった
が，「敵の権力」については次のように認識していた。「権力闘争が今や単に敵の権力を倒すだけで
はなく，我々自身が権力を取る段階に来ていることが第５回中央委総会で特に強調されているが，
このことは我々が市，町，村，経営等で敵の末端権力と斗い，我々の目の前にある敵の権力を我々
の手に握ることである」と（17）。林県政は「民自党的林県政」と位置づけられ，闘争の対象に設定
された。「今度の県会における林知事の反共演説を判断するならば我々は最早林が民自党に頼らざ
るを得なくなったことを明らかに知ることが出来る。この民自党的林県政に対する重大な闘争とし
ての社，共合同攻勢を党の政策と結びつけて発展させることが当面最も大切なことである」と
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(17) 1949年２月の共産党中央委員会総会以降，革命近しとの気運が煽られていった。この点，前掲拙稿「日本農
民組合の分裂と社会党・共産党」を参照されたい。
（『党内情報 一般報告と結語要旨』1949年４月10日）。
『党内情報 一般報告と結語要旨』は，「一般報告（草案）」にみられた社共合同への批判的な意
見にはなんら言及せず，社共合同の継続を唱えた。「合同斗争こそ民主民族戦線の心棒である」と
みなし，「民主民族戦線は我党を中心とし一切の民主的勢力を結集し，民族の生活を防衛する革命
的な部隊であるが，この中心におる我党を合同斗争の中で太く大きくすることこそ具体的な民主民
族戦線の斗いであり，反動的買弁権力吉田内閣打倒の具体的な斗いである」（同上）とした。ここ
では，共産党の拡大強化が中心課題として位置づけられていた。そして，「合同斗争は終つてはい
ない」として「全力を挙げて第二次の合同攻勢を展開しなければならない」としていた（同上）。
「第二次の合同攻勢」の象徴的出来事が，小原嘉の共産党入党であった。1949年11月19－20日
に開かれた日本共産党第３回北陸地方党会議の「第一日には日農書記長小原嘉氏の入党宣言が行わ
れ」，「中央委員会を代表しての伊藤政治局員」から次のような「歓迎のことば」が述べられた
（「報告と結語」，共産党北陸地方委員会『北陸党報』号外，1949年12月１日，大原社研所蔵）。
「小原氏は日農書記長であり，労農党中央委員であり，長野の日農県連，労農党の委員長でもある」
（同上），「勤労者の立場に立つ一政党の指導者，伝統をもつ農民運動の責任者がわが党の陣列に参
加することは，日本の大衆のなめている苦難と悲しみの深さをあらわすものであるとともに，大衆
はどこえ行こうとしているかを示すものでもある。小原氏の入党は，合同の，統一運動の火ぶたと
なり，あらゆる政治斗争の火ぶたとなるであろうことを疑わない」（同上）と。さらに，伊藤律は
「共同斗争とは，指導者を共産党にもぎとることではない」（同上），「われわれは手練手管でポン引
きのように指導者を党にもぎとるようなことをやつてはならない」（同上）と述べた。しかし，現
実におこなわれたのは，伊藤律が批判している「もぎとる」行為であった（18）。
このように，共産党は「社共合同」を進めるとともに，選挙では社会党と労農党を「敵」とみな
して活動し，共闘で実現した社会党員知事の県政を「民自党的林県政」と位置づけて闘争の対象に
設定した。
おわりに
本稿は次の４点を明らかにした。１点めは，長野県において共闘を可能にした３つの条件の存在
である。最初の条件は，地元在住の戦前以来の活動歴を持つ人々が戦後の運動を指導しており，政
党幹部も労働組合・農民組合幹部も戦前以来の知人であったため，戦前・戦中の対立を継承しつつ
も，敵対的関係にはならず，政治的条件によっては，共闘が可能であった。次に，労働運動も，農
民運動も，要求実現のために共闘を求めており，共闘推進のための組織が結成されていた。さらに，
社会党・共産党の県指導部が地元の政治情勢に応じた判断を下し政党中央指導部の方針と異なる方
針を実施した。２点めは，共闘を可能にした上述の３つの条件がそれぞれ変化していくことにより，
共闘は継続しなかった。まず，共闘を実現させた共産党県指導部が交代し，長野県の運動とは無縁
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(18) 小林勝太郎は「この運動が，社共合同でなくして，実際的には社会党から共産党に，個人的または集団的に党
員を切り取る運動であった」（前掲『社会運動回想記』373頁）と見ていた。
の人物が県指導部の中枢を占め，本部方針に基づいて社会党への攻撃が基本方針となった。次に，
共闘を可能にした労働組合，農民組合が，共産党の社会党排撃方針と社会党による「民主化運動」
により分裂した。そして，社会党においても中央指導部の方針と異なる方針を実施することへの締
め付けが強化された。３点めは，社会党員知事による施策に対する共産党主導の攻勢が，県知事と
の対抗関係を創出し，社会党との対立を招いた。４点めは，社会党・共産党の共闘に対する態度の
変化である。長野県での独自の取り組みであった共闘関係は，共産党の社会党攻撃，社会党の共産
党認識の変化により終息した。共産党県指導部は，共闘によって成立した社会党員知事の県政を打
倒の対象に据え，「社共合同」によって社会党の切り崩しを狙った。社会党県連指導部は，「共産党
と一線を画する」という段階を経て，「反共」へと方針を転換した。
以上の４点から，社会党と共産党の共闘によって社会党員知事が誕生した長野県において，両党
の共闘は継続しなかったことが明らかとなった。継続しなかった要因は，社会党・共産党両党の中
央本部の意向にあった。とくに，共産党本部の社会党排撃方針の具体化が共闘非継続の主因であっ
た。共闘体制とその成果としての林県政を守り発展させるという視点は，共産党には欠落していた。
自党の拡大強化ということに主眼が置かれていた。
今後の検討課題は，以下の諸点である。まず，社会党と共産党の共闘成功の唯一の事例である長
野県での共闘が継続しなかったことについて，両党が各々どのように総括したのかが検討されねば
なるまい（19）。２つめは，共産党狙い撃ち戦略の検討である。社会党と共産党の共闘が解体し対立
が激化したことは，共産党狙い撃ち戦略を発動する上で絶好の条件となった。しかも，1949年総
選挙で単独過半数を獲得した民自党は，急成長した共産党の押さえ込みに成功すれば政権安泰とな
るため，共産党に狙いを定めてその影響力の低下をねらおうとする動きを強化していた。３つめは，
1950年代以降の時期の農村における共産党の影響力の検討である。その際には，共産党の分裂や
武装闘争方針の採用という問題だけでなく，社会党と共産党の共闘関係の崩壊がもたらした影響や
共産党狙い撃ち戦略との関わりの検討も避けられない課題となろう。４つめは，社会党が農村にお
ける「革新」の代表となる過程の検討である。総選挙で敗北した社会党がどのようにして立ち直っ
たのか，なぜ社会党が農村において「革新」を代表する政党となったのかという問題は，「農村の
保守化」を考察する際に不可欠の課題である。最後に，社会党と共産党の共闘と競合の只中にあっ
た長野県で政治的経験を積んだことが野溝勝や岩井章の思想と行動にどのような影響を与えたのか
は，検討されてしかるべき課題であろう。
（よこぜき・いたる　法政大学大原社会問題研究所嘱託研究員）
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(19) 社会党と共産党の共闘についての歴史的経験の総括作業は，1960年代以降の時期の革新自治体を研究する場
合の前提作業となろう。
